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審決 

 

不服２０１８－３３７０ 

 

 （省略） 

 請求人 株式会社ＬＩＦＵＬＬ 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 橘 哲男 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 佐藤 大輔 

 

 商願２０１５－３０５３５拒絶査定不服審判事件について、次のとおり審決

する。 

 

 結論 

 本件審判の請求は、成り立たない。 

 

 理由 

１ 本願商標 

 本願商標は、別掲１のとおりの構成からなり、第３５類及び第３６類に属す

る願書記載のとおりの役務を指定役務として、平成２７年４月１日に色彩のみ

からなる商標として登録出願され、その後、指定役務については、原審におけ

る同２８年２月１０日付け及び同年９月１３日付けの手続補正書並びに審判請

求と同時に提出された同３０年３月８日付けの手続補正書により、最終的に、

第３６類「インターネット上に設置された不動産に関するポータルサイトにお

ける建物又は土地の情報の提供」と補正されたものである。 

 

２ 原査定の拒絶の理由の要点 

 原査定は、「役務の提供の用に供する物や広告の装飾等に使用される色彩は、

多くの場合、それらの魅力向上等のために選択されるものであって、役務の出

所を表示し、自他役務を識別するための標識としては認識し得ないものである。

そして、本願の指定役務を取り扱う業界においては、本願商標のような橙色の

色彩が、役務の提供の用に供する物や広告の装飾等として使用されている実情

がある。そうすると、本願商標をその指定役務の提供の用に供する物や広告に

使用しても、これに接する取引者、需要者は、役務の提供の用に供する物や広

告に通常使用される又は使用され得る色彩を表したものと認識するにとどまり、

何人かの業務に係る役務であることを認識することができない商標と判断する

のが相当である。また、提出された証拠からは、本願商標が、使用をされた結

果、需要者が何人かの業務に係る役務であることを認識することができるに至

っているものと認めることはできない。したがって、本願商標は、商標法第３

条第１項第６号に該当する。」旨認定、判断し、本願を拒絶したものである。 
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３ 当審における証拠調べ通知 

 当審において、本願商標が商標法第３条第１項第６号に該当するか否かにつ

いて、職権に基づく証拠調べをした結果、別掲２に示すとおりの事実を発見し

たので、同法第５６条第１項で準用する特許法第１５０条第５項の規定に基づ

き、請求人に対して、平成３０年１０月３１日付け証拠調べ通知書によって通

知し、期間を指定してこれに対する意見を求めた。 

 

４ 証拠調べ通知書に対する請求人の意見の要点 

 請求人は、上記３の証拠調べ通知に対して、以下のとおり意見を述べた。

（１）請求人が運営するような全国規模で種々の取引形態の不動産物件を掲載

する一定規模以上の不動産総合ポータルサイトは、掲載物件数が常時１００万

件を下ることはないため、日本全国の不動産情報を網羅しているといって差し

支えなく、不動産物件を探す者はまず初めに、希望する情報が手に入る確率が

高いことを期待して、これらの不動産総合ポータルサイトを介して不動産情報

にアクセスするのが近時の取引の現実である。 

（２）我が国において管理・運営されている一定規模以上の不動産ポータルサ

イトといった分野においては、特段強い識別力を有する橙色とその他の緑色、

濃青色、紅赤色といったようにすみ分けができている。そのため、このような

不動産ポータルサイトに接する取引者、需要者は、橙色＝請求人ウェブサイト

と即座に認識、理解をするのが実情である。 

（３）そうすると、証拠調べ通知において挙げている使用例は、いずれも一定

規模以上の不動産ポータルサイトとは関連性が極めて薄いか、又は、一切関係

のないものといわざるを得ず、これらの事実をもとに、本願商標は自他役務識

別力が欠如するとの認定、判断することは、的が外れているものといわなけれ

ばならない。 

（４）いずれのウェブサイトも不動産総合ポータルサイトといえるほどの規模

を有しておらず、我が国を代表する不動産総合ポータルサイトの規模には到底

及ばず、また、請求人が想定する当業者とは異なり、消費者も不動産総合ポー

タルサイトと同列視することもない。そのため、請求人ウェブサイト上の本願

商標と当該使用例とは、根本的、かつ、本質的に異なるものといわなければな

らない。 

（５）そうすると、このような使用例は、本願商標と事案を全く異にするもの

といわざるを得ず、本願商標が本来有する自他役務識別力の存在に影響を与え

ることはない。 

 

５ 当審の判断 

（１）本願商標について 

 本願商標は、別掲１のとおり、色彩のみからなる商標であって、橙色（ＲＧ

Ｂの組合せ：Ｒ２３７，Ｇ９７，Ｂ３）のみからなるものであり、第３６類

「インターネット上に設置された不動産に関するポータルサイトにおける建物

又は土地の情報の提供」を指定役務とするものである。 
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（２）取引の実情について 

 役務の提供の用に供する物や広告に使用される色彩は、多くの場合、役務の

魅力向上のために採択されるものであって、役務の出所を表示し、自他役務を

識別するための標識としては認識し得ないものである。 

 そして、役務の提供の用に供する物や広告には、様々な色彩が用いられてお

り、本願商標の色彩に近似する色彩についても、原審で示した事実のほかに、

別掲２のとおり、本願の指定役務と関係の深い業界において、ウェブサイトに

使用されている実情がある。 

（３）請求人による本願商標の使用について 

 請求人は、「本願商標は、請求人の業務に係る役務、すなわち『インターネ

ット上に設置された不動産に関するポータルサイトにおける建物又は土地の情

報の提供』を表示するものとして、需要者又は取引者の間に広く知られている

ことから、我が国において既に周知・著名性を獲得し、その周知・著名性は現

在においても継続している。」旨主張し、証拠として、参考資料１ないし参考

資料３２を提出しており、これらの証拠及び請求人の主張によれば、以下の事

実が認められる。 

 ア 請求人について 

 請求人は、１９９５年（平成７年）に創業した会社に端を発し、１９９７年

（平成９年）に請求人の前身である株式会社ネクストを設立し、２０１７年

（平成２９年）に現社名に変更するまでの約２３年間にわたって我が国の不動

産情報を提供してきた企業である。 

 イ 本願商標の使用状況及び使用開始時期について 

（ア）請求人は、２００６年（平成１８年）から、請求人の管理・運営する不

動産・住宅情報等を提供するウェブサイトにおいて、本願商標と同じ色彩と認

識される橙色（以下「本願橙色」という。）を使用している（参考資料２）。 

（イ）請求人は、複数のテレビ局において、本願橙色を使用したテレビＣＭ 

 

（４）商標法第３条第１項第６号該当性について 

 上記（２）によれば、橙色の色彩のみからなる本願商標は、役務の魅力向上

のために使用される色彩と認識されるものであって、また、本願商標と近似す

る色彩が、請求人以外の者によって、ウェブサイトに使用されていることから

すれば、何人もその使用を欲するといい得るものであり、これを一私人に独占

させることは妥当ではない。 

 そして、上記（３）によれば、請求人は、２００６年（平成１８年）から、

請求人の管理・運営する不動産・住宅情報等を提供するウェブサイトにおいて、

本願橙色を使用しており、複数のテレビ局において、本願橙色を使用した請求

人のテレビＣＭを放映していることが認められる。 

 しかしながら、２００６年当時のウェブサイトでの本願橙色の使用態様は、

白色を背景としたウェブサイトに、小さなアイコンや図形などの色彩として本

願橙色が使用されており、本願橙色以外にも青色や黄色などの色彩も使用され

ていることから、本願橙色のみが目立つ態様で使用されているとはいえないも

のであり、その他、現在に至るまで請求人のウェブサイトにおいて本願橙色を
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継続して使用してきた事実を確認できる証拠の提出はない。 

 また、テレビＣＭに本願橙色を使用したことが確認できる証拠は、参考資料

２７の静止画２枚のみであって、当該ＣＭの全体の内容も不明であり、かつ、

その静止画での本願橙色の使用も、図形や「ＬＩＦＵＬＬ」、「ＨＯＭＥ’Ｓ」

などの文字等の色彩として使用されているものであるから、本願橙色のみが独

立して出所識別機能を有するものとして強く印象付けられるものとはいい難い。 

 そうすると、これらの証拠からは、取引者、需要者をして、本願商標が何人

かの業務に係る役務であることを認識させるということはできず、本願商標の

色彩についての需要者の認識を客観的に把握することもできないことから、本

願商標が使用された結果、需要者が何人かの業務に係る役務であることを認識

することができるに至ったものとは認められない。 

 その他、提出された証拠をみても、本願商標のみが取引者、需要者において、

請求人の役務の出所を表示するものとして、又は自他役務の識別標識として認

識されていると認めるに足りる事実は見いだせない。 

 以上のことからすると、本願商標は、橙色の色彩のみからなる商標であると

ころ、その指定役務との関係において、一私人による独占使用が妥当でないこ

とに加え、請求人の使用により識別力を獲得したとも認められないものである

から、これを本願の指定役務に使用しても、これに接する需要者は、その役務

の提供の用に供する物や広告等に通常使用される色彩又は使用され得る色彩を

表したものと認識するにとどまり、これを役務の出所を表示するものとして、

又は自他役務を識別するための標識として認識することはないというべきであ

る。 

 したがって、本願商標は、需要者が何人かの業務に係る役務であることを認

識することができない商標であるから、商標法第３条第１項第６号に該当する。 

（５）請求人の主張について 

 ア 請求人は、自社の第１５期ないし第２２期までの「株主通信」の表題の

ある資料（参考資料７～１２、２８、２９）を提出し、「過去８年間では単年

で１００億円以上、累計１，３００億円以上もの売上を計上している。特に、

直近の３年においては圧倒的な成長を遂げており、平成２９年度においてはさ

らなる成長が期待されるものである。このように請求人ウェブサイトは、我が

国における不動産ポータルサイトのトップブランドとしての確固たる地位を築

いている。そのため、この請求人ウェブサイトついて使用され現に業務上の信

用が表彰されている本願商標は、需要者又は取引者の間においては、請求人の

業務に係る役務を表示するものとして、広く一般に知られており既に周知著名

性を優に獲得しているものといわなければならない。」旨主張している。 

 しかしながら、提出された資料からは、その売上高が、本願の指定役務に係

るものであるのか確認することができず、かつ、本願商標の使用状況も不明で

あるから、需要者の認識の程度を推し量ることができない。 

 したがって、請求人の上記主張は採用できない。 

 イ 請求人は、「本願商標は、本願指定役務『建物の貸借の代理又は媒介他

役務』についても、需要者又は取引者の間において請求人の業務に係る役務を

表示するものとして、広く一般に知られており既に周知著名性を優に獲得して
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いるものといわなければならない。」旨主張している。 

 しかしながら、上記１のとおり、請求人は本願の指定役務を、審判請求と同

時に提出された平成３０年３月８日付けの手続補正書により、第３６類「イン

ターネット上に設置された不動産に関するポータルサイトにおける建物又は土

地の情報の提供」のみに補正しているものであるから、 上記主張は失当であ

る。 

 ウ 請求人は、平成３０年７月２０日付けの上申書に対する手続補足書にお

いて、株式会社博報堂が調査・報告した「『オレンジ色』と『不動産・住宅情

報サイト名称』の関係性調査について」と題する本願商標に関する需要者の認

識度調査（参考資料３０）を提出し、上記上申書において、「本願商標に接す

る需要者又は取引者の多くが、本願商標を単に役務の提供の用に供する物又は

広告に通常使用される又は使用され得る色彩を表したものと認識するにとどま

らず、請求人の業務に係る役務、すなわち、『インターネット上に設置された

不動産に関するポータルサイトにおける建物又は土地の情報の提供』であるこ

とを直感的に認識、理解するものである。」旨主張している。 

 しかしながら、当該認識度調査は、「不動産・住宅情報サイト」の名称とし

て、請求人のウェブサイトの名称である「ＬＩＦＵＬＬ ＨＯＭＥ’Ｓ」や「Ｈ

ＯＭＥ’Ｓ」の名称をフリーアンサーで回答した者に対しての本願商標の認識度

調査であり、本願商標に対する需要者全体の認識を調査した結果とはいえない

ものであるから、採用できない。 

 エ 請求人は、平成３０年７月２０日付けの上申書で、「自らが仲介可能な

不動産情報に限って掲載するサイトは、『インターネット上に設置された不動

産に関する情報サイト』であって『インターネット上に設置された不動産に関

するポータルサイト』とは異なり、需要者も異なる。『インターネット上に設

置された不動産に関するポータルサイト』に係る本願商標の判断を行う際に、

『インターネット上に設置された不動産に関する情報サイト』における色彩の

使用事例を参照することは失当である。」旨主張している。 

 しかしながら、上記請求人の主張を裏付ける具体的な証拠は提出されておら

ず、請求人の独自の主張といえるものであるから、採用できない。 

 オ 請求人は、平成３０年１０月３１日付け証拠調べ通知書に対する意見書

において、「我が国において管理・運営されている一定規模以上の不動産ポー

タルサイトといった分野においては、特段強い識別力を有する橙色とその他の

緑色、濃青色、紅赤色といったようにすみ分けができている。そのため、この

ような不動産ポータルサイトに接する取引者、需要者は、橙色＝請求人ウェブ

サイトと即座に認識、理解をするのが実情である。そうすると、合議体が挙げ

ている使用例は、いずれも一定規模以上の不動産ポータルサイトとは関連性が

極めて薄いか、又は、一切関係のないものといわざるを得ず、これらの事実を

もとに、本願商標は自他役務識別力が欠如するとの認定、判断することは、的

が外れているものといわなければならない。・・・いずれのウェブサイトも不

動産総合ポータルサイトと言えるほどの規模を有しておらず、我が国を代表す

る不動産総合ポータルサイトの規模には到底及ばず、また、請求人が想定する

当業者とは異なり、消費者も不動産総合ポータルサイトと同列視することもな
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い。そのため、請求人ウェブサイト上の本願商標と当該使用例とは、根本的、

かつ、本質的に異なるものといわなければならない。そうすると、このような

使用例は、本願商標と事案を全く異にするものといわざるを得ず、本願商標が

本来有する自他役務識別力の存在に影響を与えることはない。」旨主張してい

る。 

 しかしながら、証拠調べ通知において示した例は、色彩のみからなる商標を

一私人が独占使用することの妥当性について判断する上で、他人による使用の

実情を調査した結果として、不動産に関連した多数のウェブサイトにおいて役

務の広告の装飾や模様として、本願商標と近似した色彩を含む様々な色彩が普

通に使用されている例を示したものであるから、これらの使用例は、本願商標

の登録の可否を判断する上で考慮されるべき事実であり、請求人の上記主張は、

当該判断を左右するものではない。 

（６）まとめ 

 以上のとおり、本願商標は、商標法第３条第１項第６号に該当するものであ

るから、これを登録することはできない。 

 よって、結論のとおり審決する。 

 

  令和１年７月３１日 

 

審判長 特許庁審判官 山田 正樹 

特許庁審判官 小俣 克巳 

特許庁審判官 木住野 勝也 

 

 

別掲１（本願商標）  

（１）商標登録を受けようとする商標（色彩については、原本参照。） 

 

 
 

（２）商標の詳細な説明  

 商標登録を受けようとする商標は、橙色（ＲＧＢの組合せ：Ｒ２３７，Ｇ９

７，Ｂ３）のみからなるものである。 

 

別掲２（証拠調べ通知書で通知した事実）  

 当審における平成３０年３月８日付けの手続補正書により補正された本願の

指定役務である「インターネット上に設置された不動産に関するポータルサイ

トにおける建物又は土地の情報の提供」の役務に関係の深い業界において、本

願商標の橙色と同系色の色彩が、企業のロゴやウェブサイトに使用されている

例。  

  

（１）「株式会社ＬＩＸＩＬイーアールエージャパン」のウェブサイトにおい
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て、「ＬＩＸＩＬ不動産ショップのＥＲＡ不動産Ｏｎｌｉｎｅ 売買・賃貸・

管理の不動産総合情報サイト」の記載とともに、ウェブサイトの装飾に橙色が

使用されている。  

 （https://www.erajapan.co.jp/）  

 

 
  

（２）「株式会社マルヨシ」のウェブサイトにおいて、「越谷、北越谷の不動

産のことならセンチュリー２１マルヨシへ。物件情報地域Ｎｏ．１！」の記載

とともに、ウェブサイトの装飾に橙色が使用されている。  

 （https://www.century21saitama.com/） 

 

 
 

（３）「株式会社アップライト」のウェブサイトにおいて、「物件情報豊富に

ご用意しています！！／株式会社アップライト」の記載とともに、ロゴやウェ

ブサイトの装飾に橙色が使用されている。  

 （http://www.up-light.co.jp/） 

 

 
  

（４）「有限会社大光不動産」のウェブサイトにおいて、「沖縄県宜野湾市を

中心に不動産管理の事なら大光不動産。賃貸・売買・買取・競売取下げ・任意

売却相談まで」の記載とともに、ロゴやウェブサイトの装飾に橙色が使用され

ている。  

 （https://daikou-fudousan.com/） 

 

 
  

（５）「株式会社丸昌賃貸センター」のウェブサイトにおいて、ロゴやウェブ

サイトの装飾に橙色が使用されている。  

 （http://marusyo-chintai.co.jp/） 
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（６）「Ｈｏｍｅ Ａｇｅｎｔ 株式会社Ｆｕｔｕｒｅ Ｆｒｏｎｔｉｅｒ 

 Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ」のウェブサイトにおいて、「お部屋探し 仲介 賃

貸 売買 店舗 管理／Ｈｏｍｅ Ａｇｅｎｔ」の記載とともに、ロゴやウェ

ブサイトの装飾に橙色が使用されている。   

 （http://www.home-a.co.jp/） 

 

 
  

（７）「オレンジ不動産（オレンジ株式会社）」のウェブサイトにおいて、 

「中野の賃貸物件探し、管理はオレンジ不動産へ」の記載とともに、ロゴやウ

ェブサイトの装飾に橙色が使用されている。  

 （https://www.orange-kk.com/） 

 

 
  

（８）「株式会社ｉｉｍｙ」のウェブサイトにおいて、「フレッシュな物件盛

りだくさん／オレンジ不動産」の記載とともに、ウェブサイトの装飾に橙色が

使用されている。   

 （http://www.orangehousing.jp/） 

 

 
  

（９）「株式会社ダブルオレンジ」のウェブサイトにおいて、「日野に住みた

い！なら、日野市内専門の不動産会社『ダブルオレンジ』へ！」の記載ととも

に、ロゴやウェブサイトの装飾に橙色が使用されている。  

 （https://www.d-orange.jp/） 

 

 
 

（１０）「有限会社エフト」のウェブサイトにおいて、「活力ある不動産をク
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リエイトする、そして流通させる、皆様のニーズにお答え出来るよう、お探し

の物件（住居、収益物件等）を提供！」の記載とともに、ロゴやウェブサイト

の装飾に橙色が使用されている。  

 （http://www.eft-osaka.jp/） 

 

 
 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）  

 この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（附

加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被告と

して、提起することができます。  

（この書面において著作物の複製をしている場合のご注意）  

 特許庁は、著作権法第４２条第２項第１号（裁判手続等における複製）の規

定により著作物の複製をしています。取扱いにあたっては、著作権侵害となら

ないよう十分にご注意ください。 

 

 

〔審決分類〕Ｔ１８．１６ －Ｚ（Ｗ３６） 

 

 

 審判長 特許庁審判官 山田 正樹 7957 

 特許庁審判官 小俣 克巳 8636 

 特許庁審判官 木住野 勝也 2959 

 


